
Monthly Fund Report

追加型投信／国内／不動産投信（リート）／ETF／インデックス型
信託期間 ： 2019年2月7日　から　無期限
決算日 ： 毎年3、6、9、12月の各10日 基　準　日 ：

※過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。
≪基準価額・純資産の推移≫

当初設定日（2019年2月7日）～2025年5月30日

※基準価額の表示は100口当たりです。

期間別騰落率
期間
1カ月間
3カ月間
6カ月間
1年間
3年間
5年間
年初来
設定来

≪分配の推移≫ ≪主要な資産の状況≫ ※比率は、純資産総額に対するものです。

（100口当たり、税引前）

資産別構成

国内リート 各種不動産投資信託
国内リート 先物 オフィス不動産投資信託

工業用不動産投資信託
店舗用不動産投資信託
集合住宅用不動産投資信託
ホテル・リゾート不動産投資信託

組入上位10銘柄

NTT都市開発リート投資法人
分配金合計額 ヒューリックリート投資法

ジャパンエクセレント投資法人
ユナイテッド・アーバン投資法人
ジャパン・ホテル・リート投資法人
森トラストリート投資法人
日本プライムリアルティ
日本都市ファンド投資法人
ＡＰＩ投資法人
オリックス不動産投資

※先物の建玉がある場合は、資産別構成の比率合計欄を表示していません。

※2024年6月4日付けで証券取引所における売買単位
を10口単位から1口単位に変更しております。 オフィス不動産投資信託 3.4%

※種別名は、原則としてS&PとMSCI Inc.が共同で作成した世界産業分類基準(GICS)によるものです。
※バーゼル規制（金融機関の自己資本比率規制）等のリスク算定が必要の際は販売会社にご連絡ください。
■当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和アセットマネジメントにより作成されたものです。当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますの
で、基準価額は大きく変動します。したがって投資元本が保証されているものではありません。後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

オフィス不動産投資信託 3.4%
店舗用不動産投資信託 3.4%
各種不動産投資信託 3.4%

直近12期： 12,520円 オフィス不動産投資信託 3.5%

※分配金は、収益分配方針に基づいて委託会社が決
定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するもので
はありません。分配金が支払われない場合もあります。

各種不動産投資信託 3.5%
ホテル・リゾート不動産投資信託 3.4%
各種不動産投資信託 3.4%

第24期 (25/03) 1,800円 各種不動産投資信託 3.6%
設定来： 23,800円 各種不動産投資信託 3.6%

第23期 (24/12) 600円 投資法人名 種別名 比率

第21期 (24/06) 500円
第22期 (24/09) 1,500円 合計34.5%

第19期 (23/12) 600円
第20期 (24/03) 1,690円

第17期 (23/06) 540円 6.4%
第18期 (23/09) 1,450円

9.7%
第16期 (23/03) 1,440円 合計 31 --- 9.3%
第15期 (22/12) 530円 コール・ローン、その他 2.2%
第14期 (22/09) 1,290円 18.7%
第13期 (22/06) 580円 1 2.2% 23.2%

種別名 比率
第1～12期 合計： 11,280円 30 97.8% 30.3%

+19.6 % +21.8 % 

※「分配金再投資基準価額」は、分配金（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。
※基準価額の計算において、運用管理費用（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費用をご覧ください）。
※「期間別騰落率」の各計算期間は、基準日から過去に遡った期間とし、当該ファンドの「分配金再投資基準価額」を用いた騰落率を表しています。
※当ファンドは東証REIT Core指数（配当込み）をベンチマークとしておりますが、同指数を上回る運用成果を保証するものではありません。
※グラフ上のベンチマークは、グラフの起点時の基準価額に基づき指数化しています。
※実際のファンドでは、課税条件によって投資者ごとの騰落率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮していません。

決算期（年/月） 分配金
種別構成 合計97.8%

資産 銘柄数 比率

-0.5 % +0.4 % 
+26.6 % +28.6 % 
+6.4 % +6.5 % 

+1.7 % +1.8 % 
+6.7 % +6.8 % 
+3.8 % +4.1 % 

純資産総額 365億円

ファンド ベンチマーク

+1.4 % +1.4 % 

2528
iFreeETF 東証REIT Core指数

2025年5月30日

2025年5月30日現在

基準価額 104,446 円
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≪組入銘柄一覧≫

※　後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。

31 --- TREIT    先物 0706月 --- 812,916,000 2.2218%
30 3466 ラサールロジポート投資 工業用不動産投資信託 1,067,685,000 2.9181%
29 8963 インヴィンシブル投資法人 ホテル・リゾート不動産投資信託 1,102,725,700 3.0139%
28 3283 日本プロロジスリート 工業用不動産投資信託 1,119,426,000 3.0596%
27 3282 コンフォリア・レジデンシャル 集合住宅用不動産投資信託 1,124,928,000 3.0746%
26 3226 日本アコモデーションファンド投資法人 集合住宅用不動産投資信託 1,131,305,400 3.0920%
25 3292 イオンリート投資 店舗用不動産投資信託 1,135,032,300 3.1022%
24 3281 ＧＬＰ投資法人 工業用不動産投資信託 1,142,247,700 3.1219%
23 3471 三井不ロジパーク 工業用不動産投資信託 1,148,588,000 3.1393%
22 3269 アドバンス・レジデンス 集合住宅用不動産投資信託 1,148,663,600 3.1395%
21 8976 大和証券オフィス投資法人 オフィス不動産投資信託 1,149,921,000 3.1429%
20 3462 野村不動産マスターＦ 各種不動産投資信託 1,168,307,800 3.1932%
19 8984 大和ハウスリート投資法人 各種不動産投資信託 1,177,909,000 3.2194%
18 3249 産業ファンド 工業用不動産投資信託 1,177,994,000 3.2196%
17 8972 KDX不動産投資法人 各種不動産投資信託 1,178,253,900 3.2204%
16 8967 日本ロジスティクスファンド投資法人 工業用不動産投資信託 1,191,807,600 3.2574%
15 8964 フロンティア不動産投資 店舗用不動産投資信託 1,193,316,800 3.2615%
14 3234 森ヒルズリート オフィス不動産投資信託 1,196,296,000 3.2697%
13 8951 日本ビルファンド オフィス不動産投資信託 1,199,665,600 3.2789%
12 3309 積水ハウス・リート投資 各種不動産投資信託 1,206,692,100 3.2981%
11 8952 ジャパンリアルエステイト オフィス不動産投資信託 1,208,142,000 3.3020%
10 8954 オリックス不動産投資 オフィス不動産投資信託 1,228,477,000 3.3576%
9 3279 ＡＰＩ投資法人 各種不動産投資信託 1,230,649,200 3.3636%
8 8953 日本都市ファンド投資法人 店舗用不動産投資信託 1,235,556,600 3.3770%
7 8955 日本プライムリアルティ オフィス不動産投資信託 1,244,589,000 3.4017%
6 8961 森トラストリート投資法人 各種不動産投資信託 1,245,511,800 3.4042%
5 8985 ジャパン・ホテル・リート投資法人 ホテル・リゾート不動産投資信託 1,253,092,500 3.4249%
4 8960 ユナイテッド・アーバン投資法人 各種不動産投資信託 1,267,207,200 3.4635%
3 8987 ジャパンエクセレント投資法人 オフィス不動産投資信託 1,275,692,400 3.4867%
2 3295 ヒューリックリート投資法 各種不動産投資信託 1,303,449,500 3.5625%
1 8956 NTT都市開発リート投資法人 各種不動産投資信託 1,322,322,300 3.6141%

2025年5月30日現在

No. 銘柄コード 銘柄名 種別名 評価金額（円） 組入比率
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※ 後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。 

※ 詳しくは「投資信託説明書<交付目論見書>」をご覧ください。 

≪ファンドの目的・特色≫ 

ファンドの目的 

・信託財産の 1 口当たりの純資産額の変動率を「東証 REIT Core 指数（配当込み）」の変動率に一致させることを目的とします。 

ファンドの特色 

・信託財産の 1 口当たりの純資産額の変動率を「東証 REIT Core 指数（配当込み）」の変動率に一致させることを目的として、「東証 REIT 

Core 指数（配当込み）」に採用されている銘柄（採用予定を含みます。）の不動産投資信託証券に投資します。 

① 配当込み東証 REIT Core 指数の指数値および同指数にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総

研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての

権利・ノウハウおよび同指数にかかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。 

② ＪＰＸは、同指数の指数値の算出もしくは公表の方法の変更、同指数の指数値の算出もしくは公表の停止または同指数にかか

る標章もしくは商標の変更もしくは使用の停止を行なうことができます。 

③ ＪＰＸは、同指数の指数値および同指数にかかる標章または商標の使用に関して得られる結果ならびに特定日の同指数の指数

値について、何ら保証、言及をするものではありません。 

④ ＪＰＸは、同指数の指数値およびそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではありません。また、ＪＰＸは、

同指数の指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。 

⑤ 本件商品は、ＪＰＸにより提供、保証または販売されるものではありません。 

⑥ ＪＰＸは、本件商品の購入者または公衆に対し、本件商品の説明または投資のアドバイスをする義務を負いません。 

⑦ ＪＰＸは、当社または本件商品の購入者のニーズを同指数の指数値を算出する銘柄構成および計算に考慮するものではありま

せん。 

⑧ 以上の項目に限らず、ＪＰＸは本件商品の設定、販売および販売促進活動に起因するいかなる損害に対しても責任を有しませ

ん。 

 

≪投資リスク≫ 

●当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証されているもので

はなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。投資信託は預貯金とは

異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 

リートの価格変動 

(価格変動リスク・信用リスク) 

リートの価格は、不動産市況の変動、リートの収益や財務内容の変動、リートに関する法

制度の変更等の影響を受けます。組入リートの市場価格が下落した場合、基準価額が

下落する要因となり、投資元本を割込むことがあります。 

その他 ファンド資産をコール・ローン、譲渡性預金証書等の短期金融資産で運用する場合、債

務不履行により損失が発生することがあります（信用リスク）。この場合、基準価額が下

落する要因となります。 

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 

 

その他の留意点 

●当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。 

●当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変

した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまう

リスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金

のお支払いが遅延する可能性があります。 

●当ファンドは、金融商品取引所に上場され取引が行なわれます。当ファンドの市場価格は需給等を反映し決定されるため、基準価

額とは必ずしも一致するものではありません。 
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※ 後述の当資料のお取り扱いにおけるご注意をよくお読みください。 

※ 詳しくは「投資信託説明書<交付目論見書>」をご覧ください。 

 
 

 

 

 

≪ファンドの費用≫ 
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≪当資料のお取り扱いにおけるご注意≫

 

 当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和アセットマネジメントにより作

成されたものです。 

 当ファンドのお申込みにあたっては、「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容を必ずご確認のうえ、

ご自身でご判断ください。 

 投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は大きく変動します。したがって、

投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではありません。信託財産に生じた利益および損失

は、すべて投資者に帰属します。投資信託は預貯金とは異なります。 

 投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま

せん。証券会社以外でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。 

 当資料は、信頼できると考えられる情報源から作成していますが、その正確性・完全性を保証するもの

ではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するものでは

ありません。また、税金、手数料等を考慮していませんので、投資者のみなさまの実質的な投資成果を

示すものではありません。 

 当資料の中で記載されている内容、数値、図表、意見等は資料作成時点のものであり、今後予告なく変

更されることがあります。 

 分配金は、収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するも

のではありません。分配金が支払われない場合もあります。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

販売会社等についてのお問い合わせ 

► 大和アセットマネジメント フリーダイヤル 0120-106212（営業日の 9:00～17:00） 

当社ホームページ   

► https://www.daiwa-am.co.jp/ 
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